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第１ 児童相談所の概況 
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１ 豊島区の基本情報 

（１）人口・児童人口等（令和６年１月１日現在） 

   人  口  ２９１，６５０人 

（日本人住民２５８，９１８人、外国人住民３２，７３２人） 

   児童人口※１  ３０，８３１人（男１５，６５６人、女１５，１７５人） 

   総世帯数  １８４，９６９世帯 

   面  積    １３．０１ｋ㎡ 

   ※１ 児童人口とは、０歳から１８歳未満までの人口のことです。 

 

 

（２）合計特殊出生率の推移 

 

出典：豊島の統計、厚生労働省「人口動態統計（確定数）の概況」 

 東京都福祉保健局「人口動態統計年報（確定数）」 
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（３）豊島区の外国人住民数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：豊島の統計 

 

２ 児童相談所の所在地等 

  所 在 地  東京都豊島区長崎３－６－２４ 

  所管区域  区全域 

  開設年月日  令和５年２月１日 

  電  話  ０３－６７５８－７９１０ 

   

アクセス  西武池袋線 東長崎駅北口より徒歩７分 

           〃   椎名町駅北口より徒歩８分 
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３ 豊島区児童相談所の設置・経緯 

近年、子育て環境の問題が複雑化していることから、深刻な児童虐待事件は後を

絶たず、児童虐待等の相談対応件数も年々増加傾向にあります。このようななか、児

童相談行政に対してきめ細やかな対応が求められるようになり、平成 28 年に児童福

祉法が改正され、特別区においても児童相談所を設置することが可能となりました。 

豊島区は基礎自治体ならではの地域に根差した、より切れ目のないきめ細やかな

対応や支援を実現するため、令和５年２月１日に児童相談所を設置しました。 

豊島区児童相談所は、併設されている長崎健康相談所とともに、「豊島区の子ども

は豊島区が守る」体制づくりをすすめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設外観と内観 
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４ 豊島区児童相談所等の沿革 

時期 できごと 

昭和６１年２月１９日 「都区制度改革の基本的方向」の中で、児童

相談所に関する事務の移譲を都区で合意 

平成２０年６月２６日 第１３回都区のあり方検討委員会幹事会にお

いて、児童相談所設置などに関する事務につい

て区へ移管する方向で検討することで一致 

平成２４年２月１３日 児童相談所のあり方等児童相談行政に関する

検討会を設置 

平成２５年１１月１５日 区長会総会で、区側で検討した「特別区児童相

談所移管モデル」を了承 

平成２８年６月３日 児童福祉法等の一部を改正する法律が公布 

平成２９年４月１日 改正児童福祉法の施行 

児童相談所設置自治体の拡大（特別区も政令の

指定を受けて児童相談所を設置できることに

ついて明記） 

令和４年６月１４日 豊島区を児童相談所設置市に指定する政令の

閣議決定 

令和４年１０月２４日 豊島区児童相談所設置条例の公布 

（令和５年２月１日施行） 

令和５年２月１日 豊島区児童相談所開設 
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５ 児童相談所の組織及び職員 

（１）組織 

（２）職員配置状況 （令和６年４月１日時点（欠員除く）） 

 

児 童 相 談 課

子ども家庭支援センター

保 育 課

子 ど も 家 庭 部

児 童 相 談 所

子 ど も 若 者 課

子 育 て 支 援 課

心 理 指 導 グ ル ー プ
保 育 政 策 担 当 課 長

保 育 支 援 担 当 課 長

児 童 福 祉 グ ル ー プ

一 時 保 護 グ ル ー プ

地 域 担 当
里 親 担 当

管 理 グ ル ー プ

社 会 的 養 護 推 進 グ ル ー プ

相 談 ・ 調 整 グ ル ー プ

 

所属 職種等 管理職 係長 主査 一般 会計年度
任用職員

児童相談所長 1
児童相談課長 1

事務 1 3
児童相談所支援事務職員 2

社会的養護推進G 事務 2 1 2
児童福祉司 2 4
保健師 1
虐待対応協力員 6
虐待対応強化専門員 2
電話受付相談員 2

児童福祉G     （地域） 児童福祉司 2 7
虐待対応協力員 2
児童相談所業務事務員 3

（里親） 児童福祉司 1 2
里親養育支援員 1

心理指導G 心理司 1 8
保育士・児童指導員 3 1 17
栄養士 1
看護師 1 2
心理療法担当担当 1 1
管理業務支援員 1
福祉業務専門員 2
学習指導員 2
用務員 1
夜間支援員 4

2 13 3 45 31
会任：31正規：63

一時保護G

管理G

相談・調整G
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（３）児童相談所の分掌事務 

 

分　類 内　容

１.課の庶務に関すること 1.文書の受発及び保管に関すること

2.公印の管守に関すること

3.予算、決算及び経理に関すること

4.統計及び諸報告に関すること

5.課内の調整に関すること

6.物品の調達に関すること

7.広報に関すること

8.その他一般庶務に関すること

1.児童入所施設の措置費等 1.措置費等の支払いに関すること

　に関すること 2.本人又はその扶養義務者の負担能力の認定及び費用の徴収に関すること

3.国庫負担金及び補助金に関すること

2.児童相談所の維持管理に 1.児童相談所及び一時保護所の施設の維持管理に関すること

　関すること

1.児童等の相談に関すること 1.児童又は保護者等からの相談等の受理に関すること

2.関係機関からの通告の受理に関すること

2.児童等に係る調査及び指 1.児童の安全確認に関すること

　導に関すること 2.初期調査及び対応に関すること

3.関係機関からの照会等に関すること

1.児童の措置に関すること 1.児童又は保護者等への指導に関すること

2.児童の入所措置等に関すること

2.関係機関との連絡調整に 1.施設入所の調整等に関すること

　関すること 2.関係機関との情報共有等の連携に関すること

3.障害児入所施設の利用契 1.障害児入所給付費の受給者証の発行等に関すること（障害福祉課の所管に属する

　約に関すること 　　ものを除く。）

4.養育家庭及び特別養子縁 1.社会的養育の推進に関すること

　組里親に関すること 2.里親の登録に関すること（子育て支援課の所管に属するものを除く。）

3.里親の研修に関すること

4.里親家庭の支援に関すること

5.里親制度の普及啓発に関すること

1.児童の心理診断、指導、 1.子どもおよび保護者等への心理診断、心理ケア（治療・指導）に関すること

　ケア及び医学診断に関す

　ること

2.愛の手帳（療育手帳）及 1.愛の手帳（療育手帳）の申請受理、判定及び進達に関すること

　び特別児童扶養手当の判 2.特別児童扶養手当の判定に関すること

　定に関すること

3.親子支援プログラムに関 1.家族再統合のための援助事業

　すること 2.保護者カウンセリングに関すること

4.虐待カウンセリング事業 1.医師による保護者のアセスメントに関すること

　に関すること

1.一時保護所の運営・庶務 1.一時保護所の運営及び施設の維持管理に関すること（管理グループの所管に属す

　に関すること 　るものを除く。）

2.一時保護児童の権利擁護に関すること

2.一時保護児童の入所等に 1.一時保護児童の安全管理に関すること

　関すること 2.一時保護児童の学習及び余暇に関すること

3.一時保護児童のアセスメントに関すること

3.一時保護所の給食・食育 1.一時保護児童の栄養管理に関すること

　に関すること 2.一時保護児童への食事の提供及び食事を通した学習機会の提供に関すること

一時保護グループ

管理グループ

社会的養護推進
グループ

相談・調整グループ

児童福祉グループ

心理指導グループ
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６ 児童相談所で取り扱う児童相談・援助 

（１）相談の種類 

相談区分 内容 

養護相談 
虐待相談、養育困難（保護者の家出、失踪、死亡、

離婚、入院、就労、服役等）、迷子に関する相談 

保健相談 一般的健康管理に関する相談（乳児、早産児等） 

障害相談 

知的障害相談（療育手帳の相談を含みます。）、こ

とばの遅れ相談、肢体不自由相談、重症心身障害相

談などの障害に関する相談 

非
行
相
談 

ぐ犯行為※等相談 

虚言癖、金銭持ち出し、浪費癖、家出、浮浪、暴

力、性的逸脱等のぐ犯行為、問題行動のある児童、

警察署からぐ犯少年として通告のあった児童等に関

する相談 

触法行為※等相談 

触法行為があったとして警察署から第 25 条通告及

び少年法第 6 条の 6 により送致のあった児童、犯罪

少年※に関して家庭裁判所から送致のあった児童等

に関する相談 

育
成
相
談 

不登校相談 
学校、幼稚園、保育所に登校（園）できない、して

いない状態にある児童に関する相談 

性格行動相談 

友達と遊べない、落ち着きがない、内気、緘黙※、

家庭内暴力、生活習慣の著しい逸脱等性格又は行動

上の問題を有する児童に関する相談 

しつけ相談 家庭内における幼児のしつけ、遊び等に関する相談 

適性相談 学業不振、進学、就職等の進路選択に関する相談 

ことばの遅れ相談

（家庭環境） 

ことばの遅れを主訴とする相談で、家庭環境等言語

環境の不備等によると思われる児童に関する相談 

その他の相談 措置変更、在所期間延長に関する相談等 

里親に関する相談 
養育家庭、養子縁組里親、専門養育家庭、親族里親

としての養育を希望する方からの相談 

※ぐ犯行為：保護者の正当な監督に服しない性癖のあることなど一定の事由があって 

その性格又は環境に照らして、将来罪を犯す又は刑罰法令に触れるおそれのある少年の行

為 

※触法行為：１４歳未満で刑罰法令に触れる行為 

※犯罪少年：少年罪を犯した１４歳以上２０歳未満の少年 

※緘  黙（かんもく）：話す能力があるにもかかわらず、心理的原因等で、学校等の特定 

場面又は生活全般で話さない状態 
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（２）援助の種類 

措置によるもの 

区分 内容 

訓戒・誓約書の提出 

（第 27 条第 1 項第 1 号） 

誓約書の提出は、注意を与えるだけでは足り

ない場合に、児童又は保護者に再び同じよう

な問題行動をしないと約束させ、書類を提出

させる。 

児童福祉司指導 

（第 26 条第１項第 2 号） 

（第 27 条第１項第 2 号） 

（虐待防止法第 11 条第 1 項） 

・家庭環境に起因する複雑な問題を有する児

童等、援助に専門的知識、技術を要するケー

スに対して、来所又は家庭訪問等の方法に

より継続的に行う指導 

・児童虐待を行った保護者に対して行う指導 

児童委員指導 

（第 27 条第１項第 2 号） 

問題が家庭環境にあり、児童委員による家族

間の人間関係の調整等により解決すると考え

られるケースについて、児童委員に指導を依

頼する。 

福祉事務所送致・通知 

（第 26 条第 1 項第 4・5 号） 

（第 63 条の 2） 

（第 63 条の 3） 

・知的障害者福祉司又は社会福祉主事による

指導が適当な場合 

・助産施設、母子生活支援施設、保育所への入

所措置を要すると認められる場合 

・15 歳以上の児童について、障害者総合支援

法による障害者支援施設の入所が適当であ

る場合、障害者のみを対象とするサービス

の利用が適当である場合 

里親委託 

小規模住居型児童養育事業委託 

（第 27 条第１項第 3 号） 

児童の養育を主たる目的とする「養育里親」又

は養子縁組を目的とする「養子縁組里親」、若

しくは小規模住居型児童養育事業を行う者に

委託する。 

児童福祉施設等入所 

（第 27 条第１項第 3 号） 

（第 27 条の 2） 

（第 31 条） 

乳児院、児童養護施設、障害児入所施設、児童

自立支援施設等に入所させる。 

指定発達支援医療機関委託 

（第 27 条第 2 項） 

国立高度専門医療センター及び独立行政法人

国立病院機構の設置する医療機関であって厚

生労働大臣の指定するものに、児童を委託す

る。 
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区分 内容 

家庭裁判所送致 

（第 27 条第１項第 4 号） 

（第 27 条の 3） 

（少年法第 3 条第 2 項） 

（少年法第 6 条第 2 項） 

家庭裁判所の審判に付することが適当である

児童、強制的措置を必要とする児童等を家庭

裁判所に送致する。 

家庭裁判所家事審判請求 

（第 28 条第 1・2 項） 

（第 33 条第 5 項） 

（第 33 条の 7） 

（第 33 条の 8） 

（第 33 条の 9） 

児童福祉施設等の入所承認及び更新の請求、

親権喪失審判請求（民法第 834 条）、親権停止

の審判請求（民法第 834 条の 2）、管理権喪失

審判請求（民法第 835 条）、未成年後見人選任・

解任（民法第 846 条）、親権者の意に反する一

時保護の 2 か月を超えることの承認等の請求

を行う。 

 

 

 措置によらないもの 

区分 内容 

助言指導 

（第 11 条第１項第 2 号ニ） 

助言、情報提供等により、日常生活の中で、児

童の有する問題が解決されると考える場合の

指導。療育手帳（愛の手帳）の判定、電話相談

による助言など。 

継続指導 

（第 11 条第１項第 2 号ニ） 

児童、保護者等を児童相談所に通所させ、ある

いは必要に応じ訪問する等の方法により、継

続的にソーシャルワーク、心理療法、カウンセ

リング等を行う。 

他機関あっせん・紹介 

（第 11 条第１項第 2 号ニ） 

児童相談所の持つ機能以外の対応について、

他の関係機関をあっせん・紹介する。 

児童自立生活援助 

（第 32 条第１項） 

（第 33 条の 6） 

義務教育終了後、児童自立支援施設等を退所

した児童又はその他の児童で、自立を図るた

め必要な場合において、その児童から申込が

あったときは「自立援助ホーム」に入所させ

て、社会的自立に向けた援助を行う。 
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（３）その他 

 児童相談所での調査等において法に定められているもの 

区分 内容 

意見付与 

（第 24 条の 3 第 3 項） 

障害児施設給付費の要否の決定に際し、児童相

談所長の意見を付与する。 

立入調査 

（第 29 条） 

（虐待防止法第 9 条第１項） 

保護者の児童虐待等の場合の措置をとるため必

要があると認めたときは、児童委員、児童福祉

司等は、児童の住所等に立入、必要な調査又は

質問をすることができる。 

正当な理由がなく立入調査を拒否する等の職

務妨害等に対しては、罰則規定がある。（第 61

条の 5） 

一時保護・一時保護委託 

（第 33 条） 

（虐待防止法第 8 条） 

児童相談所長は必要と認めるときは、児童の安

全を確保し適切な保護を図るため、又は児童の

心身の状況、その置かれている環境やその他の

状況を把握するため児童を一時保護し、また里

親や児童福祉施設等に一時保護委託すること

ができる。 

面会・通信の制限 

（虐待防止法第 12 条） 

虐待を受けた児童への保護者の面会又は通信を

制限することができる。 

同居児童の届け出 

（第 30 条） 

4 親等内以外の児童を一定期間同居させている

ものに対し、（区市町村長を経由して）管轄の児

童相談所へ届出義務を課し、虐待や人身売買の

ような不祥事が発生しないよう児童の保護を

図る。 

所長の親権代行 

（第 33 条の 8 第 2 項） 

児童相談所長は、未成年後見人の選任の請求に

係る児童等に対し、親権を行う者又は未成年後

見人があるに至るまでの間、親権を行う。 

出頭要求 

（虐待防止法第 8 条の 2） 

児童虐待が行われているおそれがあると認めら

れるときは、当該児童の保護者に対し、当該児

童を同伴して出頭することを求め、児童委員又

は児童の福祉に関する事務に従事する職員をし

て、必要な調査又は質問をさせることができる。 
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区分 内容 

再出頭要求 

（虐待防止法第 9 条の 2） 

保護者が上記の出頭要求又は立入調査を正当な

理由なく拒み、妨げ、又は忌避した場合におい

て、児童虐待が行われているおそれがあると認

められるときは、当該児童の保護者に対し、当

該児童を同伴して出頭することを求め、児童委

員又は児童の福祉に関する事務に従事する職員

をして、必要な調査又は質問をさせることがで

きる。 

臨検・捜索 

（虐待防止法第 9 条の 3） 

保護者が正当な理由なく立入調査に応じない場

合において、児童虐待が行われている疑いがあ

るときは、地方裁判所、家庭裁判所又は簡易裁

判所の許可状により、当該児童の住所若しくは

居所に臨検させ、又は当該児童を捜索させるこ

とができる。 

接近禁止命令 

（虐待防止法第 12 条の 4） 

児童虐待を受けた児童について施設入所等の措

置が採られ、かつ当該児童虐待を行った保護者

について、児童虐待の防止及び児童虐待を受け

た児童の保護のため特に必要があると認めると

きは、6 月を超えない期間を定めて、当該保護

者に対し、当該児童の住所若しくは居所、就学

する学校その他の場所において当該児童の身辺

につきまとい、又は当該児童の住所若しくは居

所、就学する学校その他その通常所在する場所

の付近を徘徊してはならないことを命ずること

ができる。 
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（４）児童相談の流れ (※以下にあくまでもおおまかなイメージとして相談の流れを記します) 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

※区民にとって身近で開かれた相談機関

として、子ども家庭支援センター（相談

支援グループ）でも相談の受付を行う。 

子ども家庭支援センター 

相談支援グループ 

 

地域での見守り 

★要保護児童対策地域協議会の活用 

★児相、子家セン、関係機関と協働・連携による支援 

 

相互連携 

ケース会議 

同行訪問 

対応依頼 

等 

 

 

 

※豊島区では要対協関係機関からの通告・相談先は、 

原則的に児童相談所が受付を行う。 

 

子ども本人、保護者等 子ども本人、保護者、関係機関等 

受理会議 

施設入所措置等、 

児童相談所の方針

に保護者の同意が

得られない場合 

援助方針会議 

通告・相談受付 

★共有アセスメントツールの活用 

初動対応・方針について組織的に

判断し、児相・子家センの担当調

整をスムーズに行う 

調査・対応 
・子どもの安全確認 

・事実関係の確認 

・虐待の程度の確認 

・関係機関からの情報収集 

・児童・保護者等との面接 

受理会議 

援助方針会議 

在宅支援 
 

児童福祉司指導 
継続指導 

在宅支援 
・ショートスティなどの在宅生活

を支援するサービスの提供調整 

 

調査・対応 
・子ども家庭支援センターの調査・ 

安全確認などの他、子どもの状況に

応じて法的対応を行う 

例:一時保護 / 立ち入り調査 

  臨検・捜索 等 

里親委託・施設

入所等（措置） 

相   談   終   結 

児童相談所 

通告・相談受付 

家庭裁判所申し立て 

在宅支援 

一時保護 

保護者指導・家族再統合事業 

児童福祉審議会へ

の諮問 



- 14 - 

（５）“オールとしま”による児童相談体制 

「児童相談所」「子ども家庭支援センター」「池袋保健所・長崎健康相談所」

の三機関が核となり、それぞれの専門性を活かした迅速かつ適切な対応を行

います。 
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第２ 令和５年度児童相談所の実績 
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１ 相談の受理状況等 

（１）相談経路別の受理状況※ 

令和５年度の経路別の相談数は、「警察等」からの相談が最も多く、全体の

約３割となっています。次いで「家族・親族」からの相談と続いています。 

※受理状況：児童相談所で新たに受け付けた相談件数 

 

■相談経路別受理状況                       （件） 

 令和５年度 

都道府県 児童相談所 ６３ 

福祉事務所 ２５ 

保健センター ４ 

その他 ２０７ 

区市町村 福祉事務所 ０ 

児童委員 ０ 

保健センター ０ 

その他 ３ 

児童福祉施設指定発

達支援医療機関 

保育所 ７ 

児童福祉施設 １１ 

指定発達支援医療機関 ０ 

児童家庭支援センター ０ 

認定こども園 ０ 

警察等 ３３２ 

家庭裁判所 １５ 

保健所及び医療機関 保健所 ２ 

医療機関 １６ 

学校等 幼稚園 ０ 

学校 ５７ 

教育委員会等 ５ 

里親 ８ 

児童委員 １ 

家族・親族 ２３４ 

近隣・知人 ８９ 

児童本人 １４ 

その他 ９２ 

合計 １，１８５ 
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（２）相談種類別の受理状況 

令和５年度の内容別の相談数は、「養護相談（虐待相談）」の相談が最も多く、

全体の６割以上を占めています。次いで、「養護相談（その他の相談）」、「障害

相談（知的障害相談）」と続いています。 

 

■相談内容別受理状況（表）                    （件） 

 令和５年度 

養護相談 虐待相談 ７４１ 

その他の相談 １６０ 

保健相談 ０ 

障害相談 肢体不自由相談 １ 

視聴覚障害相談 ０ 

言語発達障害相談 ０ 

重症心身障害相談 ２ 

知的障害相談 １２０ 

発達障害相談 ０ 

非行相談 ぐ犯行為等 ２７ 

触法行為等 １３ 

育成相談 不登校相談 ５２ 

性格行動相談 ４ 

しつけ相談 ０ 

適正相談 ６ 

その他の相談 ５９ 

合計 １，１８５ 

 

 

 

  

■相談内容別受理状況（グラフ） 
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（３）年齢別の受理状況 

令和５年度の年齢別の相談数は、０歳が最も多く、次いで６歳、１０歳、 

１１歳と続いています。 

 

■年齢別受理状況（グラフ）                       

 

 

 

（参考）児童相談所と子ども家庭支援センターの虐待相談受理状況 

令和５年度の虐待相談受理件数は、児童相談所で７４１件、子ども家庭支援

センターで３７５件となっています。 

■虐待相談受理状況                      （件） 

 令和５年度 

児童相談所 ７４１ 

子ども家庭支援センター ３７５ 
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２ 相談の対応状況等 

（１）相談種類別の対応状況※ 

令和５年度の相談対応件数では「養護相談（虐待相談）」が最も多く、全体

の６割以上を占めています。 

※対応状況：児童相談所で受理した相談のうち、支援方針を決定した件数 

 

■相談種類別の対応状況                    （件）  
令和５年度 

養護相談 虐待相談 ７１５ 

その他の相談 １７２ 

保健相談 ０ 

障害相談 肢体不自由相談 ０ 

視聴覚障害相談 ０ 

言語発達障害相談 ０ 

重症心身障害相談 ３ 

知的障害相談 １０７ 

発達障害相談 ０ 

非行相談 ぐ犯行為等相談 ２８ 

触法行為等相談 １１ 

育成相談 性格行動相談 ４０ 

不登校相談 ３ 

適性相談 ０ 

育児・しつけ相談 ３ 

その他の相談 ７４ 

計 １，１５６ 

 

■相談種類別の対応状況（グラフ） 
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（２）相談対応の結果 

令和５年度の相談対応結果は、６割以上が助言指導で終了しています。 

児童福祉施設への新規入所は３４件ありました。 

 

■令和５年度の相談対応結果（表）                （件） 

 
助言指導 継続指導 

他機関 

あっせん 

児童福祉 

司指導 

市町村 

送致 

養護相談 

（虐待相談） 

５１０ ２８ ２７ ６６ ５３ 

その他の 

相談（※１） 

２１４ ２０ １９ ８７ ０ 

合計 ７２４ ４８ ４６ １５３ ５３ 

 訓戒 

・誓約 

児童福祉

施設入所 
里親委託 

その他 

（※２） 
計 

養護相談 

（虐待相談） 

０ １５ ２ １４ ７１５ 

その他の 

相談（※１） 

７ １９ ８ ６７ ４４１ 

合計 ７ ３４ １０ ８１ １，１５６ 

※１「その他の相談」は、「養護（その他の相談）」、「保健相談」、「障害相談」、「非行相

談」、「育成相談」、「その他の相談」の計 

※２「その他」は、虐待非該当、特定不能、措置延長、レスパイト・ケア等の計 

 

■令和５年度の相談対応結果（グラフ） 
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（３）虐待相談の年齢別の対応状況 

令和５年度の虐待相談の年齢別の対応状況は、６歳が最も多く、次いで１１

歳、４歳と続いています。 

 

■虐待相談の年齢別の対応状況（グラフ） 
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（４）虐待相談の種類別の対応状況※ 

令和５年度の相談対応件数のうち、虐待種類別では「心理的虐待」が最も多

く、全体の約６割を占めます。次いで「身体的虐待」と続いています。 

 

■虐待相談の種類別の対応状況（表）                 （件）  
令和５年度 

身体的虐待 ２１５ 

性的虐待 １ 

心理的虐待 ４０３ 

保護の怠慢（ネグレクト） ９６ 

合計 ７１５ 

 

■虐待相談の種類別の対応状況（グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）警察からの通告状況 

 令和５年度の警察から通告は合計３３２件で身柄付通告が３３件ありました。 

 

■警察からの通告状況                       （件）  
令和５年度 

身柄付通告※ ３３ 

書類通告 １３ 

口頭通告 ２８６ 

合計 ３３２ 

※身柄付通告：警察が、一時保護が必要と思われる児童について通告を行うこと 
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（６）主たる虐待者の状況 

 令和５年度の主たる虐待者は、実母、実父からが多く、全体の９割以上を占め

ます。 

 

■主たる虐待者（表）                       （件） 

 令和５年度 

実父 ３０５ 

実父以外の父親 ２６ 

実母 ３８１ 

実母以外の母親 ０ 

その他 ３ 

計 ７１５ 

 

■主たる虐待者（グラフ） 
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（７）触法少年の送致状況 

 警察が調査を行い、一定の重大事件に係る触法少年と思料するとき、又は家庭

裁判所の審判に付すことが適当と思料するときには、児童相談所に送致するこ

ととされています。令和５年度の送致状況は０件でした。 

 

■触法少年の送致状況                       （件） 

 令和５年度 

ぐ犯 ０ 

触法行為 ０ 

 

 

（８）外国籍児童の国籍別相談状況 

令和５年度の外国籍児童の相談受理件数は７４件です。国籍別では、中国が最

も多く、次いでミャンマーと続いています。 

 

■外国籍児童の国籍別受理状況                   （件） 

 令和５年度 

中国 ３０ 

ミャンマー １１ 

マレーシア ６ 

ベトナム ６ 

フィリピン ６ 

ネパール ７ 

その他※ ８ 

合計 ７４ 

※「その他」は、年間の相談受理件数が５件未満の国の計 
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（９）外国籍児童の相談内容別受理状況 

令和５年度の外国籍児童の内容別の相談数は「養護相談（虐待相談）」の相談

が最も多く、全体の７割以上を占めます。次いで、「養護相談（その他の相談）」、

「障害相談（知的障害相談）」と続いています。 

 

■外国籍児童の相談内容別受理状況（表）              （件）  
令和５年度 

養護相談 虐待相談 ５７ 

その他の相談 ８ 

保健相談 ０ 

障害相談 肢体不自由相談 ０ 

視聴覚障害相談 ０ 

言語発達障害相談 ０ 

重症心身障害相談 ０ 

知的障害相談 ５ 

発達障害相談 ０ 

非行相談 ぐ犯行為等 １ 

触法行為等 ０ 

育成相談 不登校相談 ０ 

性格行動相談 ２ 

しつけ相談 ０ 

適正相談 ０ 

その他の相談 １ 

合計 ７４ 

 

■外国籍児童の相談内容別受理状況（グラフ） 
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３ 一時保護の状況等 

(１)一時保護の状況 

令和５年度に豊島区児童相談所で一時保護した児童数は、合計９３人です。ま

た、他の施設に一時保護を委託した児童数は、合計７２人です。 

 

■児童の一時保護・一時保護委託児童数              （人） 

  令和５年度 

豊島区児童相談所一時保護所 ９３ 

 （幼児） （１４） 

 （学齢男児） （４１） 

 （学齢女児） （３８） 

一時保護所委託 ７２ 

 他自治体一時保護所 （２３） 

 児童福祉施設 （３８） 

 病院 （１１） 

合計 １６５ 

 

 

 

（参考）他の児童相談所からの一時保護委託の受託状況 

令和５年度に、他の児童相談所からの一時保護委託に基づき、豊島区児童相

談所が一時保護を受託した児童数は、合計５人です。 

■他の児童相談所からの一時保護委託の受託件数          （件） 

 令和５年度 

他の児童相談所 ５ 
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（２）主訴別一時保護の状況 

一時保護児童のうち、約７割が「虐待」を原因としたものとなっています。 

 

■主訴別一時保護の状況（表）                    （人）  
令和５年度 

養護 
虐待 １１７ 

その他 １７ 

心身障害 ０ 

非行 １７ 

育成 １２ 

保健・その他 ２ 

合計 １６５ 

  

 

■主訴別一時保護の状況（グラフ）   
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（３）一時保護解除後の状況 

一時保護解除後のうち、約２割が児童福祉施設等へ入所しています。 

 

■一時保護解除後の状況（表）                    （人） 

 令和５年度 

児童福祉施設入所 ２２ 

里親委託 ２ 

他の児童相談所・機関に移送 １７ 

家庭裁判所送致 ０ 

帰宅 ７２ 

合計 １１３ 

※一時保護先の変更等は件数に含まない 

 

■一時保護解除後の状況（グラフ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）一時保護平均日数の状況 

 令和５年度の一時保護の平均日数は６４．８日です。 

■一時保護平均日数                           

 令和５年度 

児童福祉施設入所 ６４．８日 

 ※令和 5 年度内で一時保護解除が発生したものを対象とする。 

※令和 4 年度を跨いで解除されたケースは令和 4 年度の保護日数も通算する。 

※保護先変更が生じたケースは最初の保護先から保護日数を通算する。 
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４ 児童福祉施設等の在籍状況 

令和６年３月末日時点での在籍状況は合計９３人で、児童養護施設が最も多

くなっています。 

 

■児童福祉施設の在籍状況        （件）（令和６年３月末日時点） 

 令和５年度 

乳児院 ０ 

児童養護施設 ５９ 

児童心理治療施設 １ 

児童自立支援施設 ０ 

里親委託 ２８ 

小規模住居型児童養育事業（ファミリーホーム）委託 ４ 

合計 ９３ 

 

 

 

５ 里親制度 

（１）里親の登録・委託状況 

里親制度とは、保護者の病気や虐待等さまざまな事情で家族と生活ができな

い子どもを、家庭に迎え入れ、温かい愛情と正しい理解をもって養育する、児童

福祉法に基づいた子どものための制度です。 

令和６年３月末日時点で、豊島区における養育家庭の登録数は２２家庭です。 

 

■登録・委託状況      （家庭数・委託児童数）（令和６年３月末日時点）  
家庭数 委託児童数 

養育家庭 登録里親家庭数 ２２家庭 － 

委託中里親家庭数（児童数） １０家庭 １３人 

養子縁組 登録里親家庭数 １２家庭 － 

委託中里親家庭数（児童数） １家庭 １人 

親族里親 登録里親家庭数 ０家庭 － 

専門養育家庭 登録里親家庭数 ２家庭 － 
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（２）ファミリーホーム（小規模住居型育児養育事業） 

ファミリーホームとは、一定の要件を備えた養育者の住居において、５人～６

人の子どもを家庭的な環境のもとで養育する制度です。 

令和６年３月末現在、豊島区内では２家庭実施しています。 

 

（３）普及啓発活動の実施状況 

 里親制度の普及啓発及び里親委託推進のため、様々な普及啓発活動を実施し

ています。 

 

■普及啓発活動の実施状況                     （件） 

 令和５年度 

個別相談会 ８ 

出前講座 ５ 

養育体験発表会 １ 

 

６ 愛の手帳（療育手帳）の判定件数 

１８歳未満の知的障害児に対して交付する手帳です。東京都愛の手帳交付要

綱に基づき、豊島区児童相談所にて心理判定した後、東京都より交付されます。

令和５年度の愛の手帳の心理判定件数は、９３件です。 

 

■愛の手帳に関する心理判定件数                  （件）  
令和５年度 

愛の手帳に関する心理判定件数 ９３ 
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７ 夜間・休日等の電話受付件数※ 

※業務委託 対応時間：平日１７時～翌８時３０分、土日祝日は終日 

 

■相談内容別受付状況                       （件）  
令和５年度 

養護相談 虐待相談 ７５ 

 身体的虐待 （１６） 

性的虐待 （１７） 

心理的虐待 （３５） 

保護の怠慢（ネグレクト） （７） 

その他の相談 １４ 

保健相談 ０ 

障害相談 肢体不自由相談 ０ 

視聴覚障害相談 ０ 

言語発達障害相談 ０ 

重症心身障害相談 ０ 

知的障害相談 ０ 

発達障害相談 ０ 

非行相談 ぐ犯行為等 １ 

触法行為等 ０ 

育成相談 不登校相談 ２ 

性格行動相談 ５５ 

しつけ相談 ９ 

適正相談 ０ 

その他の相談 ７７２ 

合計 ９２８ 
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８ 親子のための相談ＬＩＮＥ相談件数※ 

スマートフォンアプリ「ＬＩＮＥ」による相談を受け付けています。 

ＬＩＮＥ公式アカウント名「親子のための相談ＬＩＮＥ」 

※対応時間：平日９時～２３時、土日祝日は９時～１７時 

 

■親子のための相談ＬＩＮＥ相談件数                （件）  
令和５年度 

虐待通報 ７０ 

児童相談 ７３ 

その他 １８ 

合計 １６１ 

※チャットが成立したものについて集計 

（相談員が応答したが返答がないもの、お礼の挨拶等相談にはあたらないもの等を除く） 

 

 

９ 専門職の人材育成 

（１）研修 

 高度な専門性を備えた職員の育成のため、職場内のＯＪＴ研修や、職員の経験

年数やスキルに応じた研修の受講による人材育成を行っています。 

研修は、児童相談所で企画・立案した所内研修のほか、特別区職員研修所の共

同研修や、外部機関が主催の専門研修を受講しています。 

 

（２）各種研修 

①所内研修 

研修名 内容 

ＣＡＲＥプログラム 
子どもと大人との絆を深めるプログラムとその

実施法について 

ＣＣＡＰ版ペアレンティン

グプログラム事例検討 

子どもと大人との絆を深めるプログラムを使っ

た支援の事例検討について 

描画療法 子どもの描画の解釈について 

箱庭療法 創作体験や事例を通した箱庭療法について 
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研修名 内容 

家庭復帰について 
家族からの分離を経たケースにおける家族再統

合について 

インテーク面接 虐待対応における初回面接のポイントについて 

ＴＦ－ＣＢＴコンサルテー

ション 
トラウマ治療プログラムの進め方について 

事例検討 非行ケースの事例検討について 

トラウマインフォームドケ

ア 

再トラウマを防ぐための支援に必要な知識と対

応方法について 

子どもの権利擁護 子どもの権利について 

ＣＶＰＰＰ 
包括的暴力防止プログラム（CVPPP）の取り組み

について 

 

②特別区職員研修所共同研修 

研修名 内容 

児童福祉司任用前講習会 児童福祉司として必要な知識、技能等について 

児童福祉司任用後研修 児童福祉司として必要な知識、技能等について 

指導教育担当児童福祉司任

用前研修 

指導教育担当児童福祉司（児童福祉司スーパーバ

イザー）として必要な知識、技能等について 

児童福祉司（1～2 年目）Ⅰ 
児童福祉司として必要な基礎的な知識・スキルに

ついて 

児童福祉司（1～2 年目）Ⅱ 
児童福祉司として必要な基礎的な知識・スキルに

ついて 

児童福祉司（3～4 年目）Ⅰ 
児童福祉司として必要な専門的な知識・スキルに

ついて 
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研修名 内容 

児童福祉司（3～4 年目）Ⅱ 
児童福祉司として必要な専門的な知識・スキルに

ついて 

児童心理司（1～2 年目）Ⅰ 
児童心理司として必要な基礎的な知識・スキルに

ついて 

児童心理司（1～2 年目）Ⅱ 
児童心理司として必要な基礎的な知識・スキルに

ついて 

児童心理司（3～4 年目）Ⅰ 
児童心理司として必要な実践的な知識・スキルに

ついて 

児童心理司（3～4 年目）Ⅱ 
児童心理司として必要な実践的な知識・スキルに

ついて 

児童心理司リーダー研修 
児童心理司のリーダー（SV 含む）として求めら

れる最新の知識・技術について 

一時保護施設職員Ⅰ 
一時保護所運営として必要な知識・スキルについ

て 

一時保護施設職員Ⅱ 

児童相談所における指導教育担当児童福祉司（児

童福祉司スーパーバイザー）として必要な知識、

技能等について 

子ども家庭福祉行政組織運

営研修 

児童相談体制、子ども家庭支援体制の在り方と組

織運営について 

児童虐待への対応 
児童虐待対応に必要な知識、及び子どもと家族へ

の支援を行うための基礎的な能力について 

司法面接 

児童虐待被害等に係る調査にあたり、児童の心理

的ケアに配慮しながら正確に事実を聴き取る面

接手法について 

動機づけ面接 
子どもや保護者が行動を改善していく動機を強

めるための協働的面接技術について 
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③外部機関の専門研修 

研修名 内容 主催 

日本子ども虐待防止学

会学術集会 

児童虐待対応における最新の知

見について 

一般社団法人日本

子ども虐待防止学

会 

ＲＩＦＣＲ研修 
性的虐待の初動対応における子

どもからの聴取方法について 

チャイルドファー

ストジャパン 

児童心理司指導者研修 
児童心理司の育成・専門性向上

について 

子どもの虹情報研

修センター 

ＴＦ－ＣＢＴイントロ

ダクトリー・トレーニ

ング 

子どものトラウマ治療プログラ

ムの実施方法について 

岩手医科大学 

 

ＰＴＳＤ構造化面接－

ＣＡＰＳを理解する 

尺度を用いたＰＴＳＤのアセス

メント面接について 

兵庫県こころのケ

アセンター 

子どもの声を聴く 
子どもの意見を聴き、尊重する

対応について 

子どもの虹情報研

修センター 

日本版ＶｉｎｅＬａｎ

ｄⅡ適応行動尺度（実

施法および解釈） 

心理検査の使い方について アスペ・エルデの会 

子どものＰＴＳＤアセ

スメント 
心理検査の使い方について 

兵庫こころのケア

センター 
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研修名 内容 主催 

ＤＶ加害者教育プログ

ラムファシリテーター

養成研修 

ＤＶ加害者への教育プログラム

について 

原宿カウンセリン

グセンター 

乳幼児保健入門セミナ

ー 
乳幼児の心の健康について 医療法人春乃会 

司法面接ピア・レビュ

ーアー 

実践の場における司法面接の指

導について 

チャイルドファー

ストジャパン 

デートＤＶファシリテ

ーター養成講座 

ＤＶ被害者プログラムの概要に

ついて 

ＮＰＯ法人レジリ

エンス 

感情コントロールの力

はどのようにして育つ

のか 

心理ケアについて 
私設心理療法オフ

ィス 

トラウマインフォーム

ドケアとＡＲＣの枠組

み 

トラウマを抱える児童に対する

生活場面でのケアについて 

子どもの虐待防止

センター 

ＣＣＡＰ版親と子の関

係を育てるペアレンテ

ィングプログラムファ

シリテーター養成講座 

子どもと大人との絆を深めるプ

ログラムとその実施法について 

子どもの虐待防止

センター 

子どもたちのいじめの

ケア・加害と被害の連

鎖 

子ども同士のいじめに対する心

のケア・対処について 

兵庫県こころのケ

アセンター 
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